




































































































































































































































































































































































































































　この時に提出した文書と推定される，“For Our Closer Cooperation”と，































































































































































































































































































































































































































見では，マーカットは「日本が新シイinflation control policy ヲ明ラカニ
スルコトガ大切デアル。（中略）日本ノ総合的経済政策が出来レバ，アメ
リカ側ハ手ヲヒク用意アリ」と述べ，ファインが，「各省間ノ意見ヲ調整
シタintegrated statement が必要デアル」と補足した98）。
　こうして吉田内閣は，マーカット声明に応え，「日米経済協力」実現に
向けた長期経済政策の策定を開始した99）。
　新経済政策案は，経済安定本部が中心となって，大蔵省，通産省等の意
見を取り纏める形で作成された。以下，この政策の立案過程を分析する100）。
　日本政府の担当者は，マーカット声明をどう解釈したのか？　大蔵省の
内部メモにはつぎのような箇所がある１０１）。
　マーカット声明の裏には，日本に対する「脅迫」とまでは行かなくても，
「米国の世界政策実現のために」日本を利用しようという意図があるだろ
う。日本への特需発注には，「米本国の供給態勢が充分に整うまでのタイ
ムギャップを差当り埋めようとの意図」が見られるし，「東南アジア開発
も本来は米国自身が開発実施の意図をもっているが，当分は手が及ばない
から意志的に日木に参加させておこうとの考えかも知れない。」声明の意
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図がどこにあるにせよ，われわれは「経済協力を通じて経済の自立再建を
急ぐことを日本側の基本方針と考えるべきである。」
　このように，大蔵省は，アメリカの意図がどうれあれ，「日米経済協力」
構想に乗ることは経済復興にプラスであると考えた。そして，ただちに新
経済政策の立案にとりかかった。
金融政策をめぐる大蔵省と日銀の対立　金融政策をめぐっては，公定歩合
の引き上げや高率適用の強化などの金融の量的引締めを主張する大蔵省と，
銀行による自主的な質的規制（不要不急の部門への融資を制限する措置）にと
どめようとする日本銀行とが対立した。
　金融政策をめぐる日銀と大蔵省との意見の食い違いは，４月頃から生じ
ていたが102），マーカット声明への対処をめぐり，５月末に表面化した。
　日銀は，①従来行なってきた量的・質的統制を強化すれば十分である，
②政策だけが先走ることは妥当でなく，財政面や物の面の政策の進展と相
まって具体化してゆくべきである，という考えに立ち，金融引締め強化に
は消極的であった103）。
　5月31日に日銀がＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出した「インフレーション抑制の
具体策（案）」104）は，市中銀行の不要不急融資の自主的調整に，日銀の金
融政策の一部手直しを付け加えた信用調整策を掲げており，そこには，高
率適用の強化，公定歩合の引き上げは明記されていなかった。これに対し，
大蔵省銀行局の「今後の金融政策の大綱」（5月21日）105）に掲げられた方
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針は，「資金の量的規制」を中心に組み立てられており，公定歩合の引き
上げ，高率適用制度の強化，国債買入の抑制，日銀ユーザンス制度の再検
討などを列挙した１０６）。
　大蔵省が日銀の高率適用強化107），公定歩合引上げを提案し108），日銀が
それらの措置に消極的であったことは，大蔵省が緊縮政策を支持したこと
を意味するものではない。大蔵省は，インフレは主として国外の要因によ
って生じたのであるから，心配する必要はないと考えた。インフレ対策は
もっぱら日銀が責任を負えばよいのであり，大蔵省（＝財政）が責任を持
つ（すなわち，これ以上の緊縮財政を実施する）必要はないとした。
　大蔵省主計局が５月28日に作成した「マーカット声明に関連し，採る
べき方策について」と題する文書は，こうした大蔵省のインフレ観を明瞭
に示している。
　　　　　最近までの物価騰貴の見方
　　　動乱後の物価騰貴は，輸入物資の値上りも一因であるが，基本的には，輸出
　　及び特需インフレの性格をもち，国内的にこれを顕在化せしめた主なる要因は，
　　所謂日銀ユーザンスに求められ，更に，その所得分配面に及ぼした効果は，跛
　　行的な異常利潤の発生と実質賃金の引下げであったと考えられる。
　　　　　財政の基本方針
　　　新年度には，日銀ユーザンスは揚超の効果をもっと見込まれるので，金融面
　　の政策において財政と相まって信用抑制の方針をとる場合，基本的には，現在
　　の均衡予算堅持という方針を，更に強烈なる引締めに転換する必要は存在しな
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　　いと思われる。
　　　　　（中略）
　　　最後に，声明内容としては，相当な引締めを行うごとき色彩のものとするこ
　　とが，単に対司令部ジエスチアとして必要であるのみでなく，前記の財政上の
　　節約を確保する上にも，効果があると考えられる。
　強烈な金融引締めは不用であるという見解は，「経済協力についての問
題点」（5月25日）109）にも記されている。この文書は，インフレの要因と
して，①「朝鮮事変後発生した世界的な需要増加結果，我国商品が特需及
び輸出の形で，外部から高価に買われた為に，我が国物価がこれに引きず
られて騰貴したこと」，②「輸出に対し輸入が遅れたこと」の２点を指摘
し，「インフレの直接要因は主として外部的なもの」と見ている。「強いて
インフレの国内的要因を求めれば」，それは1950年９月に始まった日銀ユ
ーザンス制度により思惑的取引が行われたことだと指摘する。この文書は，
物価水準を国際水準に調整するため，財政・金融両面の多少の引き締めは
必要であるが，「それは決してデフレ政策に大きく転換する様な意味のも
のではなく，朝鮮事変後海外諸国に比し強すぎた我国の思惑的傾向の行き
過ぎを是正するという程度の気持ちでよいであろう」と結綸づけた。
　以上から明らかなように，大蔵省はインフレ対策の必要を強く感じてお
らず, GHQ/SCAPから求められた引締め政策の責任を日銀に負わせ，み
ずからは減税政策を貴こうとしたのである。
　大蔵省の本音は，６月13日の，マーカットと蔵相との定例会見におい
て，より鮮明な形で現れている110）。
　マーカットは，大蔵省の，大蔵省の減税，生産者米価引上げ方針Ill)を
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きびしく批判した。
　　マーカット　経済安定は是非ともやらなければならないが，就中米価問題は解
　　　決がむづかしい。国際通貨基金を始めとして各方面から絶えず，日本の経
　　　済安定につき照会を受けている。新聞に依ると減税する方針と伝えられる
　　　が，このような事態なのに何故減税が考えられるか。消費者の購買力を増
　　　加してならない時に減税するとは実際的でないように思はれる。
　　池田　今年の予算上の税収は4,400億であるが，恐らく900～1,000億の増収
　　　があると思ふ。此のうち半分から三分の一を減税に充てたいと考える。
　　マーカット　900億の使い方として，それを消費購買力を増加するような方面
　　　に向けることはよくない。経済安定とか資本の蓄積に充当するのがよい。
　　　物資が資金に比して相対的に少い時に，購買力を増加する措置はよろしく
　　　ない。米に対して補給金を支出し，又，一方で減税をしたり賃金を引き上
　　　げたりするやうな事は消費購買力の増加を来す。
　また，インフレの原因と責任についても，日銀や銀行の側に責任がある
とする大蔵省と，大蔵省の側にも責任があるとするＧＨＱ/ＳＣＡＰとの見解
は対立した。
　　ファイン　日本の物価は世界の物価を遥に上廻っている今，日本政府の考えて
　　　いる方策は更に之に輪をかけようとしている。
　　池田　それは財政の問題ではない。日銀が貸付を増加しているからで信用政策
　　　の問題だ。
　　リード　財政と金融の両者は密接に相関させて考えるべきだ。
　　池田　昨年に比して政府預金は1,400億増加している。之は日銀ユーザンスで
　　　散超になった分を補って余りあるものだ。問題は銀行側にある。
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　　マーカット　同意はできない。
　　池田　銀行の貸出は増加している。最近数行の貸出状況を調査したが，各銀行
　　　の半分以上が１億円以上の貸出から成立っており，而もそれが思惑的な糸
　　　ヘン，金ヘンの方面に流れているので，之を抑制しなければインフレを防
　　　止することは不可能だと思う。之を税による引揚超で相殺することは納税
　　　者にとって甚だ苛酷な扱いである。
　　マーカット　米英其他多くの国の政府は皆アンテイ・インフレ対策［反インフ
　　　レ政策の意一引用者］を採用している。日本だけ政府が後方に引き込んで
　　　知らぬ顔をすることはよくない。政府が積極的に対策を樹てるべきだ。
　　　　　　　　　　　　（中略）
　　池田　今の通貨発行高は4,000億円で国民所得が４兆であるから発行高は決し
　　　て多くない。金融の皺を財政面でカバーする考へには反対である。
　　リード　日本の経済安定の２ヶ年を顧みれば財政面ではデフレであり，金融面
　　　ではインフレであり，両者をあわせてディス・インフレであった。
　　池田　財政面がデフレ的であるのはよいが，金融のインフレ要因を全部財政面
　　　　で負担するのは困る。下手な商人の尻拭ひを金融面でやり，更にそれを
　　　財政　で面倒を見ることは納税者に苛酷な扱ひだと思う。
　マーカットらＧＨＱ/ＳＣＡＰ側がアメリカの納税者の論理を主張したのに
対して，池田蔵相や日本政府側は，日本の納税者の論理を主張するという
構図が明瞭に現れている点は興味深い。
新経済政策の発表（6月23日）新経済政策は，６月14日の経済閣僚懇談
会（周東安本，池田大蔵，横尾通産，広川農林の４閣僚が出席）で決定され112），6
月23日に吉田首相から，「新経済政策に関する政府声明」として公表され
た113)。公表された声明とは別に，具体案を記した「今後の重要経済施策
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要綱」114)がＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出された。
　政府はこの声明に，講和条約締結後の日本の経済指針という意味を持た
せ，講和会議に参加する各国にアピールしようとした115)。
　声明は，インフレの抑制に主眼を置き，「経済の安定を維持し，インフ
レーションを抑制し，現行為替レートを堅持しつつ，米国をはじめ民主自
由国家に対する経済協力を推進し，貿易及び生産等の経済規模の拡大を図
り，わが国経済の健全な発展と国民生活水準の維持向上を期する」ことを
「経済運営の基本方針」として掲げた。
　声明は，以下のように，経済的自立に努力する旨の決意表明で結ばれて
いる。
　　いうまでもなく，健全な経済を維持しつつ経済の発展を期することは，決して
　　安易なことではない。殊に，近く真の意味での独り立ちの経済を営むこととな
　　るのであるから，今後ますます輸出を増進しなければならない。これがために
　　は，最近の実惰にかんがみ，国際価格との関連において，国内価格を安定せし
　　めることが必要であり，当面財政金融の運営については，特に意を用いる必要
　　がある。徒らに安易を求めて，インフレの抑制を怠れば，国際的にも立遅れ，
　　またその信用を失うおそれがある。今後，国際経済に復帰して，真に民主自由
　　国家の一員として，名誉ある地位を占めるためには，やはり着実に経済の再建
　　を築き上げて行くことが必要であり，政府はこの際国民とともに，この点に関
　　する認識と決意を新にしたいと考える。
　（3）占領経費一部米偏負担の実施
占領経費一部負担方針の決定（1951年２月）日本経済の動員計画と併行し
－170 －
て，1950年秋から1951年半ばにかけて，占領経費一部ドル払いの実施計
画が進められた。前章で触れたように，1950年10月15日のウェーキ島
会談において，トルーマン大統領とマッカーサーは，1951米会計年度で対
日援助を打ち切る代わりとして，占領経費の一部米側負担方針(Partial Pay
-as-you-goPolicy)で合意した。これを受けてアメリカ政府内では具体化作
業が始まり，1951年１月末までに関係部局（国務省，陸軍省，財務省）は合
意に達し，２月末に大統領の承認を得，1952米会計年度から実施されるこ
とになった。
　1951年１月30日付のマーシャル国防長官の大統領宛書簡案の内容は，
以下の通りである116)。
①1952米会計年度から，日本における米占領事の経費の約50％をアメリ
　カ側が支払い，残りの円コストを日本政府が支払う方針は，日本に対
　して「心理的にも政治的にも適切」である。
②将来の一部米側負担については，今後検討の上で，講和条約と同時に効
　力を発する協定において定める。
③この計画を実施するために，1952米会計年度に必要な金額は，駐留米
　事の規模が1952年７月１日に最大限に達するという現行の計画を基礎
　とすれば，１億8,000万ドルになるが，朝鮮からの米軍帰還の遅延など
　の原因で，実際には１億4,000万ドルを超えないものと思われる。こ
　の計画が実施されれば，陸軍省が現在要求している１億4,000万ドル
　のガリオア援助は不要となるから，アメリカ政府の追加財政負担は生
　じない。
④日本政府はすでに，1951年度において２億8,000万ドル相当の当該予
　算を計上している。一部ドル払いの実施は，日本政府がかなりの金額
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　を自国の防衛力強化に用いることを可能にするだろう。
財務省の要求　２月22日，財務省は，調達物資の売却によって日本が得
たドルを，財務省が管理下に置くという内容の試案を，陸軍省に示した皿。
　この案で財務省は，友好国との関係について，アメリカ政府内に，つぎ
のような暗黙的ないし明示的な了解か存在しているので，アメリカが調達
物資に対して支払ったドルについても，この了解か適用されるべきだと主
張した。
　その了解事項とは，①アメリカの援助は，友好国が金・ドル準備を殖や
す目的に用いられてはならない，②アメリカは相互援助の原則を維持し，
双方の国が同等の負担をするような状態を作ることに全力を傾注すべきで
ある，③米軍の必要を満たすための資材提供は，相互の平等な負担を算定
する際に，米軍が駐留する国の側の貢献と見なされる，の３点である。
　財務省は，相互性の原則に立って，アメリカが駐留経費を負担するなら
ば，同盟国はアメリカから供与された武器の代金を支払うべきだと主張し
た。そして，まだ武器の供与を受けていない日本やドイツの場合には，ア
メリカが支払う占領経費ドル払い部分を，財務省の「相互防衛勘定」とし
てアメリカ側か管理し，将来の武器代金支払いのためにリザーブされるべ
きだとした。
　この情報を陸軍省から知らされたＧＨＱ/ＳＣＡＰは強く反発した。GHQ/
ＳＣＡＰは，陸軍省宛につぎのような電報を打った118)。
　日本はアメリカから経済・軍事援助を受けている他の国とは状況が異な
る。アメリカの政策によって中国・満州との正常な貿易が出来なくなった
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結果，日本は安価な原料調達先を失い，経済自立に大きな障害となってい
る。そのために生じたドル・ギャップは，現在，ガリオア援助と米軍の日
本からの調達によってカバーされている。朝鮮特需がいつまで続くかわか
らないので，早期に駐留軍経費のドル払いが開始され，西側の防衛のため
の総合的な生産計画が進展することが，日本の経済自立を図るために重要
になって来ている。財務省案は，米軍の軍需調達から得たドルを，日本が
ドル・ギャップを埋めるために用いる達を塞いでいるので，日本の経済安
定を図るために，アメリカは経済援助を復活させなければならないことに
なる。財務省の方針は一般的には妥当であるとしても，日本に適用するこ
とには問題がある。
　財務省の案に従えば，米側負担分のドルは，アメリカからの武器購入に
しか用いることが出来ず，経済復興のために日本がこのドルを用いること
は不可能になり，対日援助の意味が失われてしまう。財務省案のその後の
経緯は明らかでないが，財務省の案は実現には至らなかった。
リッジウェイ声明(1951年５月14日)アメリカ政府は，占領経賢一郎米
側負担の公表を，昭和26年度の終戦処理費予算が日本の国会を通過し，
また，対日ガリオア援助の停止が周知の事実となるタイミングで実施する
こととした119)。
　公表は，５月14日に，連合国最高司令官リッジウェイによって行われ
た120)。
　　国防総省は，トルーマン大統領が最近に行った決定に従って，近く議会に対し
　　｢米政府は現在日本が負担している日本駐在の米占領軍維持費のうち，７月１
　　日からその一部を支払うこと，および，それと同時に，対日経済援助費を減額
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　　すること」を提案することとなろう。日本が経済自立と安定経済の目標に向か
　　って現在までに成しとげた進歩から見て，本日発表された新政策のもとに取得
　　を予想される外貨は，他の方面から取得する外貨と相まって，米国の対日ガリ
　　オア経済援助（占領地救済援助）が米国の現会計年度末で打ち切られても不当
　　ではないほど十分なものとなるであろう。右の提案が議会の承認を得た場合に
　　は，対日講和条約発効の日まで実施されるものとみられる。
　リッジウェイ声明は，マーカット声明の２日前に出されたが，日米間で
両声明の受け止め方は異なっていた。「日米経済協力は政府および占領軍
当局において花花しくとりあげられたが，米本国ではむしろ『対日経済援
助の削減とアメリカ側による占領費の一部負担』の発表を重要視し，マー
カット声明はそのそえ物としての地位しか与えられなかった観がある」と
評された121)。
具体的実施方法の確定　占領経費一部負担の実施に当っては，日米がそれ
ぞれ負担する費目を確定する必要があった。負担の区分は，アメリカの政
府の方針に則り，日本側が，旅費・輸送費，通信費，土地・建物の賃借料，
施設用益費（ガス・電気・水道等）,役務の一部，修繕費などを負担し，アメ
リカ側か，労務費，役務の一部，消耗品・資材費などを負担することに決
った122）ｏ
　1952米会計年度の予算書によれば，在日占領軍経費は，総額３億2,278
万ドル，半額の１億6,139万ドルを日米両国がそれぞれ負担することとな
っていた（表17）。費目別内訳を見ると，日本側負担では石炭費，鉄道輸送
関係経費，土地・建物の賃借費などの金額が大きく，また，アメリカ側の
負担では，労務費と消耗品・資材費が大きいことがわかる（表18）。また，
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表17　1952米会計年度占領車予算見積（極乗車総司令部）
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表19　1952米会計年度の米国機関の支出見込額
米軍等のアメリカ政府機関の1952米会計年度の調達額は，占領経費一部
米側負担額１億6,000万ドル，朝鮮特需４億ドル，その他１億6,000万ド
ル，計７億2,000万ドルと見込んでいた（表19）。
　占領経費の一部米側負担の実施にともない，調達方法にも変更が生じた。
それまでは，終戦処理費による物資・サービス，労務などの調達は，特別
調達庁が担当し，朝鮮戦争関係の調達（朝鮮特需）は米軍が直接に行って
いた。一部負担の実施以後は，労務（占領軍労働者）については，特別調
達庁を通じる間接調達の方式が維持されたが，物資・サービス（役務）は，
米軍による直接調達に移行した。
　　　　　　　　　　　　　　― 176 －
　間接調達については，いったん日本政府が円貨で立て替え払いをし，あ
とからドル小切手を受け取り，このドル小切手を外国為替特別会計に売る
という仕組みである123)。立て替え払いを円滑に行うために，1951年６月
11日に，一般会計に「特別調達資金」という名称で75億円の回転基金が
設けられた124)。
日米労務基本契約の施行（1951年７月１日）上記のように，日本人労務者
の雇用に要する経費は，アメリカ政府がドル貨で日本政府に支払うことと
なった。そこで，日米労務基本契約(Master Labor Contract)が，６月８
日の閣議決定を経て125），22日に日本政府（特別調達庁）とＪＬＣとの間で
調印され，７月１日から施行された126)。
　「この契約によって供給された人員はすべて日本政府の被雇用者」と定
められ，雇用契約は日本政府と日本人労務者との間に結ばれることとなっ
た。ただし，紛争については，「契約に関して発生した事実の解釈につい
ての給争で協議により解決しないものは，米国政府がこれを裁定する」と，
労働契約に関する紛争の最終的な裁定権が使用者である米軍に属すること
とされた。また，「米国政府は，日本政府が要求に基いて提供した人員を
引続き雇用することが自国の利益に反すると考える場合は，ただちに人員
を解雇することができ，その解雇は最終的なものである」と，米国政府の
利益に反すると考えた場合は，米軍が一方的に解雇できる規定も設けられ
ていた。
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　占領の開始以後，占領事が日本で調達した労務者は，日本政府（当初は
終戦連絡中央事務局，1947年12月からは新設の特別調達庁（略称は特調，ＳＰＢ））
が雇用し127)日本政府が経費を負担した。特別調達庁が雇用した労務者
の身分は国家公務員特別職であった。したがって，大部分の労務者にとっ
ては，その身分には差当り変化はなかった128)。
　ただし，1951年７月の措置により，従来，日本政府が雇用していた占
領事労務者のうち，非軍事的な労務者（家庭使用人，クラブ・ＰＸの使用人な
ど約４万人）は，アメリカ政府負担の対象から外され，当事者間の直接雇
用になったのである。
　日米労務基本契約は，講和後にも駐留軍労働者の雇用関係を規定する契
約として効力を保持し続けた。上記の，アメリカ政府が一方的解雇，紛争
裁定の権限を特つ点が,占領的性格を残す労務契約であると批判された129)。
そうした問題は，雇用者＝契約者＝日本政府と，使用者＝契約担当官＝米
軍とが別であることに起因していた。
［付記］本稿は，2002年度成城大学特別研究助成による研究「1950年代における
　　　　『特需』の経済史的研究」の成果の一部である。
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